
持続可能な大規模稲作農業経営体の育成
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近年、当地域の農業経営体数は高齢化や後継者不足により年間約 100 経営体のペースで減少が続いてい

る一方で、担い手の大規模化が進んでいない状況にありました。そのため農地の集積・集約による大規模

経営体の育成が急務であることから、関係機関が連携し意欲ある 30ha 規模の経営体を対象に「茨城モデ

ル水稲メガファーム育成事業」を活用して、短期間で 100ha を超える大規模稲作経営体を育成しました。

事業を活用した農地集積

関係機関連携のもと、茨城モデル水稲メガファー
ム育成事業の対象となる担い手や農地所有者に対し
て、事業に関するチラシの配付や説明会を繰り返し
行いました。
その結果、令和２年度までに目標通り対象経営体
へ100haを超える農地が集積され、令和３年産にお
いて粗収益１億円規模の大規模稲作農業経営体を育
成することができました。

研修会を通じた農地集約

対象経営体への農地集積後は、農地集約を進める
ために、事業の対象地域周辺で農地集約に積極的な
考えを持つ担い手を集めた研修会を開催し、定期的
に担い手同士の情報交換を進めました。担い手の農
地分散状況を示した地図を提示しながら話し合うこ
とで、農地交換の意向を引き出し、令和２年度まで
に4.7haの農地集約が達成されました。

経営技術支援

急激な規模拡大に対応するため、100ha規模にな
る過程を示す経営発展モデルを作成しました。モデ
ルには耕作面積に合わせて必要な労働力、導入する
農業機械・設備・省力技術などの目標を提示しまし
た。目標達成に向け、年度当初の作付計画作成や労
働力を確保するための法人化、規模拡大に応じたス
マート農機や設備の導入を支援しました。

写真２　農地集約について話し合う担い手

図１　事業前・後の対象経営体への農地集積状況

写真１　導入されたスマート農機（ロボットトラクタ）
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